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意  見  書 

意見書第１号 
最高裁判決に基づき生活保護利用者に対する速やかな被害回復措

置を求める意見書 

意見書第２号 
クマ対策推進のために国の責任で予算措置の拡充などを求める意

見書 

意見書第３号 衆議院の定数削減に関する意見書 

意見書第４号 
重点支援地方交付金の拡充と地方自治体への迅速かつ丁寧な支援

を求める意見書 

意見書第５号 
太陽光発電設備のリサイクル推進及び適正な廃棄処理に関する意

見書 

意見書第６号 地方の福祉人材確保の取組に向けた財政措置を求める意見書 

 



意見書案第 1号 

  

最高裁判決に基づき生活保護利用者に対する速やかな被害回復措置を 

求める意見書 

  

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      藤 田  豊 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由   生活保護基準引下げが最高裁で違法とされ、影響を受けた利用

者への被害回復措置の早急な実施や、基準と連動する諸制度の影

響の実態把握、自治体の過重負担回避のため国の責任で対応する

ことが必要であることから、速やかに被害回復措置を講じること

を要望する。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 



 

最高裁判決に基づき生活保護利用者に対する速やかな被害回復措置を求める意見書 

 

2013年から2015年まで生活保護基準が大幅に引き下げられたことに対して、北海道内の生

活保護利用者153名が基準引き下げ処分の取り消しを求め提訴するなど、全国29地裁で同種

の訴訟が行われた。そして、2025年6月27日、最高裁判所は、厚生労働大臣の判断は裁量権

の範囲の逸脱又はその濫用があり、違法であるとして、引き下げ処分を取り消した。  

最高裁判決を受け、国には、速やかに関係法令や制度の見直しを行い、影響を受けたすべ

ての生活保護利用者が安心して生活できるよう、被害回復措置を早急に講じることが強く求

められている。 

また、生活保護基準は、就学援助などの諸制度とも連動しており、基準引下げに伴いこれ

らの制度の対象者にも影響が生じたと考えられる。影響の実態を把握し、必要な対応を図る

ことも重要である。  

さらに、被害回復への対応については、対象者の特定や被害額の再算定、通知の作成・発

送や支払事務等々、自治体において膨大で困難な作業が想定される。生活保護制度の根幹に

関わるという判決の趣旨を踏まえ、自治体に過重な負担を強いることなく、国の責任におい

て対応すべきである。 

よって、国及び政府においては、最高裁判決の趣旨を踏まえ、以下の事項について早急に

実施するよう要望する。 

 

記 

 

1 全面解決のために、国の責任において、生活保護費の遡及支給等被害回復の措置を速や

かにとること。  

 

2 生活保護基準と連動する諸制度への影響調査及び被害回復を図ること。 

  

3 違法とされた保護基準の改定に至る経過について、原告、弁護団及び当事者も入れた検

証を行うこと。 

 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 2号 

 

クマ対策推進のために国の責任で予算措置の拡充などを求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      藤 田  豊 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

 

提案理由   ヒグマに関する被害が頻発し、市民生活全般に大きな影響を与

えていることから、緊急猟銃制度が円滑に運用されるとともに、

被害による地域経済への影響を最小限にするための適切な措置を

講ずることを要望する。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

クマ対策推進のために国の責任で予算措置の拡充などを求める意見書 

 

今年度、北海道内ではヒグマに関する被害が頻発し、2名の死者が出るという非常に痛ま

しい事故も発生している。クマによる被害は、全国的にも10月末までに死者が12名と過去最

多となっている。市街地や人家の周辺などで発生が多発しており、地域行事の中止や子ども

の通学の送り迎えなど、市民生活全般に大きな影響を与えている。  

そのような中、9月から改正鳥獣保護管理法が施行され、市町村において緊急銃猟制度が

実施可能となった。しかし、現制度ではハンターが安心して駆除に当たることが困難な状況

であり、地域においてより円滑な実施が可能となるよう、必要な制度改善が求められる。ま

た、クマ対策に必要な資材の購入費やハンター報酬の引き上げなどのために、財政支援を抜

本的に強化することも必要である。 

よって、国及び政府においては、制度が円滑に運用されるとともに、被害による地域経済

への影響を最小限にするため、次の事項について適切な措置を講ずるよう強く要望する。 

記 

1 緊急銃猟に当たっては、市町村がハンターに委託し銃猟を行うが、ハンターのけが等は、

その責任を持つ市町村が保険などにより補償するとされているものの、補償が十分でな

い場合には、ハンター自らが加入する任意保険に頼らざるを得ないなど、責任の重さに

比べ、十分な措置が取られていないため、地方公務員法に基づく職員としての採用や、

非常勤の特別職である嘱託職員とするなど、公務員としての身分を与え、公務災害を受

けられるなどの処遇改善を図ること。  

 

2 ヒグマが市街地に出没すること、また、警報などが発令されることにより地域のイベン

トが中止されるほか、小売店の営業時間が短縮されるなど、地域経済に与える影響が極

めて大きいことから、ヒグマの市街地出没により地域経済に影響があった場合、その影

響を鑑み、地域経済を活性化するための予算措置を講ずること。 

  

3 指定管理鳥獣対策事業交付金については、緊急銃猟への対応を含め、予算を満額措置す

ることができるように、予算を拡充すること。 

 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 3号 

 

   衆議院の定数削減に関する意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      藤 田  豊 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

 

提案理由   衆議院の定数削減を強行することなく、民意を正確に反映する選

挙制度構築へ向け、小選挙区制の問題を含めた本格的議論を開始す

るよう要望する。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

衆議院の定数削減に関する意見書 

 

政府は、自民党と日本維新の会が「身を切る改革」として連立合意に盛り込んだ、衆議院

議員の定数削減を進めようとしている。定数465議席のうちの1割削減を目標にしつつ、176

議席ある比例代表での削減が検討されている。 

「国会議員の定数が多すぎる」ことを削減の理由にしていますが、日本の国会議員定数は

100万人あたり5.6人と、経済協力開発機構（OECD）加盟国38カ国中で36番目、G7の中でも2

番目に少ないのが現状である。 

また、比例代表の定数を削減することは、選挙制度をより小選挙区制に近づけるものにな

る。2024年の総選挙の結果をみると、289小選挙区中163小選挙区で議席に結びつかない「死

票」の割合が50％以上となっている。比例定数の削減をすれば、より大政党が有利になる一

方で、多様な民意が国会に届きにくくなる。 

そもそも、民主政治の土台である選挙制度は一部の党派だけで判断するのではなく、少数

会派を含めたすべての党派が議論に参加して決めるべきものである。とりわけ、衆議院では

各会派の代表者による「衆議院選挙制度に関する協議会」において、あるべき選挙制度を議

論している最中でもある。 

報道機関からも「やみくもな定数削減は「身を切る」改革ではなく「民意を切る」ことに

なりかねない」（『朝日新聞』）、「国会は国権の最高機関であり、国会議員は主権者であ

る国民の代表だ。それを安易に減らせば、有権者の声が国政に届きにくくなる」（『読売新

聞』）、「比例代表を減らせば少数政党に不利で、こぼれる民意が出る」（『日本経済新聞』）、

など問題視する指摘がされている。 

よって、国においては、衆議院の定数削減を強行することなく、民意を正確に反映する選

挙制度構築へ向け、小選挙区制の問題を含めた本格的議論を開始するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 4号 

 

重点支援地方交付金の拡充と地方自治体への迅速かつ丁寧な支援を 

求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  藤 田  豊 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

  

 

 

提案理由   重点支援地方交付金の効果的な運用は、地域経済の底上げや住

民生活の安定に直結するものであり、国・地方が一体となって取

り組むことが不可欠であるから、地方の現場に寄り添った柔軟か

つ持続的な支援策を講じられるよう要望する。 

 

提出先   衆参両院議長及び内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

重点支援地方交付金の拡充と地方自治体への迅速かつ丁寧な支援を求める意見書 

 

国においては、地域の実情に応じた政策展開を支援するため重点支援地方交付金を創設し、

毎年度の社会経済情勢を踏まえたテーマ設定のもと、地方自治体の取組を後押ししている。

直近では物価高騰対応、賃上げ促進、人口減少対策などが柱とされ、特に令和6年度の配分

においては、地域の中小企業や医療・介護・保育施設等の物価高騰対策への支援が中心的に

実施されたところである。 

こうした交付金は、単なる財政措置にとどまらず、国の政策目標を地方の現場に実装する

“実行プログラム”としての役割を果たしており、地方自治体の創意工夫を生かしつつ、地

域経済の持続的発展に寄与している。 

しかしながら、物価高騰や人手不足が長期化する中で、地方自治体は事業費の増大や人材

確保の難しさといった課題に直面しており、重点支援地方交付金の規模・内容ともにさらな

る充実が求められている。重点支援地方交付金の効果的な運用は、地域経済の底上げや住民

生活の安定に直結するものであり、国・地方が一体となって取り組むことが不可欠である。 

よって、政府においては、地方の現場に寄り添った柔軟かつ持続的な支援策を講じられる

よう強く求める。 

 

記 

 

1 重点支援地方交付金の拡充を図るとともに、地方が自立的に課題解決に取り組める環境

を整えるため、北海道を含む寒冷地の特性も考慮した配分を行うこと。 

 

2 補正予算を早期に成立させ、重点支援地方交付金を含む地方財源を迅速かつ確実に配分

すること。 

 

3 地方自治体に対して、交付金制度の趣旨・要件等について丁寧な説明を行うとともに、実

施段階での技術的・財政的支援を適切に講じること。 

 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 5号 

 

   太陽光発電設備のリサイクル推進及び適正な廃棄処理に関する意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  藤 田  豊 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

  

 

 

提案理由   再生可能エネルギーの推進と循環型社会の実現は、持続可能な

地域づくりの両輪であるとともに、太陽光発電設備のライフサイ

クル全体を見据えた政策支援が不可欠であることから、太陽光発

電設備の廃棄・リサイクルに関する制度整備や支援を強化し、地

方自治体が適正な処理と資源循環を推進できる体制を構築する

ことを要望する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

太陽光発電設備のリサイクル推進及び適正な廃棄処理に関する意見書 

 

近年、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、全国各地で太陽光発電設備が急速に普及し

ている。特に固定価格買取制度（FIT）の導入以降、多くの設備が設置され、地域の脱炭素

化やエネルギーの地産地消に寄与してきた。 

しかしながら、制度開始から13年が経過する中で、設置当初の太陽光パネルが寿命を迎え、

大量のリユース・リサイクル・廃棄の問題が顕在化しつつある。不法投棄や不適切な処理へ

の懸念も生じており、環境負荷の低減と資源循環の確保が急務である。 

再生可能エネルギーの推進と循環型社会の実現は、持続可能な地域づくりの両輪であると

ともに、太陽光発電設備のライフサイクル全体を見据えた政策支援が不可欠である。 

よって、政府においては、太陽光発電設備の廃棄・リサイクルに関する制度整備や支援を

強化し、地方自治体が適正な処理と資源循環を推進できる体制を構築することを強く求める。 

 

記 

 

1 太陽光パネルのリサイクル技術及びシステムの推進 

廃棄される太陽光パネルから有用な資源（シリコン、銀、ガラス等）を回収・再利用する

ため、国として研究開発支援およびリサイクル施設の整備促進を図ること。 

 

2 太陽光パネル廃棄物の適正処理体制の強化 

廃棄時における発電事業者や施工業者の責任を明確化し、適切な処理ルートの確保、不法

投棄防止策、処理業者の認定制度の充実を進めること。 

 

3 地方自治体への支援拡充 

地方自治体が廃棄物処理やリサイクル推進の現場で重要な役割を担うことから、必要な財

政的支援・人員配置・技術的助言など、国による包括的な支援体制を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 6号 

 

   地方の福祉人材確保の取組に向けた財政措置を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 7年 12月 23日 

 

発議者 北広島市議会議員  藤 田  豊 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

  

 

 

提案理由   地域手当改定に伴う児童入所施設措置費等の引下げが人材確

保の支障や支援の質の低下につながりかねない状況であり、福祉

人材の処遇改善も必要とされていることから、今後の地方におけ

る福祉人材確保の取組に支障が生じないよう取り組むことを要

望する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 



 

地方の福祉人材確保の取組に向けた財政措置を求める意見書 

 

令和6年人事院勧告を受け、国家公務員の地域手当が令和7年4月から改定された。保育所

等の公定価格や児童入所施設措置費等、介護・障害福祉サービスの報酬、保護施設事務費等

については、国家公務員の地域手当に準拠した地域区分に応じて算定されている。 

今回の地域手当の改定に伴い、保育所等の公定価格については、令和7年4月からの見直し

は実施せず、引き続き見直し方法について丁寧に議論を進めていくとされた一方、児童入所

施設措置費等及び保護施設事務費等については、多くの対象施設が人材確保に苦慮しており、

処遇改善が求められている状況であったにもかかわらず、事前に自治体との調整が何ら行わ

れることなく、通知・事務連絡により、令和7年4月から国家公務員の地域手当に準拠して見

直しすることとされた。この見直しで引下げとなった自治体においては、対象施設の人材確

保に更に大きな支障が生じる恐れがあり、施設入所者に対する支援の質の低下にもつながり

かねない状況である。  

また、本件について、対象となる施設関係者はもとより、他の社会福祉分野の関係者から

も多くの不安の声が上がっている。 保育士・幼稚園教諭、児童入所施設職員や介護従事者・

障害福祉サービス従事者等の福祉人材については、年間の給与額が全職種平均と比較して低

い状況にある。 

よって、政府においては、今後の地方における福祉人材確保の取組に支障が生じないよう、

以下の事項について取り組むことを強く求める。 

 

記 

 

1 令和7年4月からの地域区分の変更により、児童入所施設措置費等及び保護施設事務費等

が引き下げられた自治体に対して、見直し前の水準に戻すために必要な財政措置を講じ

ること。  

 

2 今回の見直しの対象とならなかった保育所等の公定価格や介護・障害福祉サービスの報

酬等の地域区分について、国家公務員の地域手当に準拠することなく、今後の賃金水準

や国における処遇改善の取組を踏まえた適切な水準となるよう、必要な財政措置を講じ

ること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和７年１２月２３日 

北海道北広島市議会 

 


